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１１  火火 薬薬 類類 のの 保保 安安  
 
(1) 火薬類保安行政の概要 

  火薬類は、土木、採石、鉱山などの産業用として、また、煙火（花火）に代表されるように

観賞用としてなど幅広い分野で使用されているが、その取扱いを誤ると爆発等により当事者の

みならず広く一般の公衆に対しても被害を及ぼすことがある。 
  そのため、火薬類による災害を防止し、公共の安全を確保するために火薬類取締法（昭和 25

年法律第 149 号）によって火薬類の製造、販売、貯蔵、運搬、消費等の取扱いを規制している。 
  なお、火薬類取締法では、火薬類を大きく次の３種類に分類して規制している。 
 ア 火 薬………推進的爆発の用途に供せられるもので、黒色火薬、無煙火薬に代表される。 
 イ 爆 薬………破壊的爆発の用途に供せられるもので、硝安爆薬、ダイナマイト、ニトログ

リセリンなどに代表される。 
 ウ 火工品………火薬、爆薬を使用して、ある目的に適するように加工し、製造したもので、

電気雷管、導火線、実包、煙火（花火）などに代表される。 
  平成 11 年８月に火薬類取締法が一部改正され、年に一度の受検が義務付けられている製造

施設及び火薬庫の保安検査の有料化や、行政機関以外で指定を受けた者が完成検査や保安検査

を実施できる「指定完成検査機関」「指定保安検査機関」の制度等が整備された。 
  また、従来、許可が必要であった製造施設及び火薬庫の構造や設備の変更の工事に関して、

規制緩和として、軽微変更届の提出のみでよい工事（規則第８条第１項及び第 14 条に該当す

る工事）が規定された。 
 

(2) 火薬類取締法による許可業務の概要 

 ア 火薬類製造の許可 
   火薬類の製造の業を営もうとする者に対する許可で、製造所ごとに行うものであり、原則とし

てこの許可を受けた者以外が火薬類を製造することは禁止されている。 
   また、製造業者が製造施設の位置、構造、設備の変更工事又は製造する火薬類の種類、製造の

方法を変更する場合には変更許可が必要である。 
   ただし、知事が許可を行うのは、特定の火工品のみの製造に対するものであり、その他のもの

に対する許可は経済産業大臣が行うこととされている。 
 イ 火薬類販売の許可 
   火薬類の販売の業を営もうとする者に対する許可で、販売所ごとに知事の許可を受けなければ

ならない（ただし、製造の許可を受けた者が、その製造した火薬類をその製造所内で販売する場

合は許可を受ける必要はない）。 
   販売に関しては、製造における変更許可に相当するものはなく、販売する火薬類の種類の変更

を行う場合には許可の取り直しが必要である。 
 ウ 火薬庫設置等の許可 
   火薬庫の設置、移転、構造若しくは設備の変更に対する許可である。この場合、火薬庫等は経

済産業省令で定める技術上の基準に適合していなければならない。 
   火薬類は原則として火薬庫に貯蔵しなければならないことになっており、製造業者及び販

売業者は原則として火薬庫を所有又は占有する義務がある。 

   火薬庫は、貯蔵する火薬類の区分、使用形態などにより、１級から３級までの火薬庫、煙火火

薬庫等８種類に分類されており、主要な１級から３級までの火薬庫の概要は次のとおりである。 
  (ｱ) １級火薬庫……主に爆薬、雷管等の産業用火薬類を貯蔵するもので、通常貯蔵量が多く、恒
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久的なもの 
  (ｲ) ２級火薬庫……貯蔵する火薬類の種類は１級と概ね同様であるが、土木工事などのため一時

的に使用される比較的簡易な構造のもの（本県では使用期間は最長で２年と

している） 
  (ｳ) ３級火薬庫……特殊構造を施した少量の火薬類を貯蔵するためのもので、恒久的なもの 
 エ 火薬類の譲受の許可（煙火を除く。） 

   火薬類を譲受（購入）しようとする者（消費者）に対する許可である。 
   製造業者及び販売業者は、原則として譲受許可を受けていない者に対して火薬類を譲り渡すこ

とは禁止されている。 
 オ 火薬類の譲渡の許可（煙火を除く。） 
   エの火薬類を譲受した者で消費の後、残火薬類がある場合に販売業者等へ返品するための許可

である。 
 カ 火薬類の消費の許可 
   火薬類を消費しようとする者に対する許可である。 
 キ 火薬類の輸入の許可 
   火薬類を輸入しようとする者に対する許可であり、陸揚地を管轄する都道府県知事が行うこと

とされている。 
 ク 火薬類の廃棄の許可 
   火薬類を廃棄しようとする者（オと同様に消費後に残火薬類がある場合に販売業者等へ返品せ

ず廃棄処理をする場合、又は、販売業者が販売に適さなくなった火薬類を廃棄処理する場合など）

に対する許可である。 
   なお、許可をした後でも、その許可により公共の安全の維持に支障を及ぼすおそれがあるとき

は、許可を取り消す場合がある。 
   また、猟銃等に使用される火工品（実包等）に係る規制及び火薬類の運搬に関する規制等

は、火薬類取締法により都道府県公安委員会が行うこととされている。また、鉱山における

火薬類の運搬、消費等に関する規制は、鉱山保安法による。ただし、製造、貯蔵、譲受等に

関する規制は火薬類取締法による。また、本県においては、一部の事務について中能登・奥

能登総合事務所（エ、オ、カ、クの事務等）に事務委任、及び各市町（消防本部…煙火に係

るカの事務等）に権限移譲していることから、これらの機関と連携をとりながら指導取締り

に努めている。 

 
(3) 火薬類取扱施設の設置状況 

  火薬類取締法に基づく製造所、販売所及び火薬庫の市町別の設置状況は、153 表 市町別火

薬類取扱施設設置一覧のとおりである。 

153 表 市町別火薬類取扱施設設置一覧               （令和 4 年 3 月 31 日現在） 

箇所 棟数 箇所 棟数 箇所 棟数 箇所 棟数 箇所 棟数
金 沢 市 5 2 3 2 2 1 1 5 6
小 松 市 1 1 2 1 1 1 1 3 4
加 賀 市 5 2 4 2 4
白 山 市 1 4 6 2 2 6 8
か ほ く 市 1 1 1 1 2 9 3 10
七 尾 市 3 0 0
輪 島 市 1 2 1 2
珠 洲 市 1 1 1 1 2 2
宝 達 志 水町 1 1 1 4 1 4
能 登 町 1 2 3 2 2 4 5
穴 水 町 2 1 2 1 2
合　　計 2 20 14 23 0 0 9 9 5 15 28 47

煙火火薬庫 火薬庫合計
市町名

煙　火
製造所

火薬類
販売所

１級火薬庫 ２級火薬庫 ３級火薬庫
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(4) 火薬類の消費等の現状 

  産業用火薬類については、鉱山、砕石、土木工事（道路建設工事、災害復旧工事等）等に使

用されているが、近年、消費量は各業種において減少傾向にあり、その要因として、土木では

公共工事の減少、重機による火薬類の代替等が、砕石ではＲＣ材（再生砕石材）による代替等

が揚げられる。（154 表 爆薬の消費量、155 表 許可件数参照） 

154 表 爆薬の消費量                             （単位：トン） 
年　　度

   平成9 4 141 15 － 160
      10 4 134 29 － 167
      11 3 129 103 － 235
      12 4 119 425 － 548
      13 4 96 85 － 185
      14 2 84 20 － 106
      15 1 72 6 － 79
      16 1 58 4 － 63
      17 1 56 13 － 70
      18 1 48 1 － 50
      19 1 47 － － 48
      20 1 40 23 － 64
      21 1 27 1 － 29
      22 1 20 1 － 22
      23 1 31 1 － 33
      24 1 33 1 － 35
      25 1 28 1 － 30
      26 1 18 1 － 20
      27 1 16 2 － 19
      28 － 18 10 － 28
      29 － 17 － － 17
      30 － 18 － － 18
  令和元 － 14 － － 14
       2 － 11 21 － 32
       3 － 9 － － 9

合　　計鉱　　山 砕　　石 土　　木 そ の 他

 

155 表 許可件数                                （単位：件） 

  平成9 51 138 116 97 402
      10 44 140 115 96 395
      11 50 142 115 99 406
      12 50 119 99 268
      13 20 59 47 126
      14 39 89 74 202
      15 25 55 40 120
      16 29 63 55 147
      17 16 57 47 120
      18 14 46 39 99
      19 15 45 37 97
      20 13 39 33 85
      21 14 33 26 73
      22 8 24 21 53
      23 3 26 22 51
      24 3 22 20 45
      25 2 19 16 37
      26 4 13 11 28
      27 3 16 14 33
      28 5 14 12 31
      29 2 15 11 28
      30 － 13 8 21
  令和元 1 12 13 26
       2 1 10 9 20
       3 2 12 11 25

合　　計
煙　　火

年　　度 譲　　渡 譲　　受
産業用火薬等

消　　　　　　費

※

 
 

※ 平成 12 年度から煙火の消費に係る事務は、市町（消防本部）に権限移譲している。 
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(5) 火薬類の保安対策 

  火薬類保安対策の重点は、公共の安全を確保（火薬類の不正流出の防止と貯蔵、消費中の事

故、災害の撲滅）することにおかれている。県としては、火薬類取扱事業所に対する立入検査

等を実施するとともに、火薬類取扱者の保安管理技術の向上と保安意識の高揚に努めている

（157 表 令和３年度立入検査実施結果参照）。 
  また、事業者の自主保安の中核として「石川県火薬類保安協会」が組織され、各種保安講習

会の開催や各事業所への巡回保安指導などを実施しており、県からも各講習会に講師として職

員を派遣している。なお、火薬類を取扱う者に対して、昭和 50 年７月から旧通商産業省の通

達に基づく保安手帳制度が実施され、火薬類取扱保安責任者免状所有者は保安手帳を、その他

の者は従事者手帳を所持するとともに、定期的に保安講習を受講しなければならないとなって

いたが、この通達の廃止により、経済産業省から各事業所の保安教育の一環として保安講習を

受講すれば保安教育を受けたとみなすことにより、火薬類の取扱いができるという新しい解釈

が示された。 
 
(6) 免状の交付 

  火薬類製造保安責任者は製造作業の、火薬類取扱保安責任者は貯蔵及び消費作業の火薬類の

取扱い上の保安に関する監督を行うことを職務とするが、これらの保安責任者は経済産業大臣

または各都道府県知事が実施する試験に合格し、免状の交付を受ける必要がある。なお、試験

事務は公益社団法人全国火薬類保安協会に委任している。 
  免状には、甲種、乙種、丙種火薬類製造保安責任者免状及び甲種、乙種火薬類取扱保安責任

者免状の５種類があり、知事は丙種火薬類製造保安責任者免状及び甲種、乙種火薬類取扱保安

責任者免状を交付しており、それ以外は経済産業大臣が交付している（156 表 火薬類保安責

任者免状交付状況参照）。 
 ア 火薬類製造保安責任者（製造数量、製造する種類により区分） 

   丙種………１日に 300kg 未満の信号焰管、信号火せん、煙火を製造する事業所の保安責任

者等（主に煙火製造所が対象） 
   乙種………上記を含む火薬類を１日に一定量未満（硝安油剤爆薬及び起爆薬を除く火薬及

び爆薬の場合は１トン）製造する事業所等の保安責任者等 
   甲種………火薬類を製造する事業所の保安責任者等（数量等の制限なし） 
 イ 火薬類取扱保安責任者（火薬類の取扱数量により区分） 
   乙種………１年間に爆薬 20 トン未満を貯蔵する火薬庫等及び１カ月に 25kg 以上１トン未

満の火薬又は爆薬を消費する消費場所の保安責任者等 
   甲種………火薬庫及び消費場所の保安責任者等（数量等の制限なし） 
 

156 表 火薬類保安責任者免状交付状況（知事交付分）            （単位：人） 

　　年度
種類

平成18年
度まで

19 20 21 22 23 24 25 26 27 28 29 30
令和
元 2 3 合 計

丙種製造 23 1 1 4 29

甲種取扱 1,353 10 9 10 8 8 9 7 13 7 13 13 12 26 10 14 1,522

乙種取扱 2,629 3 2 6 6 2 4 2 1 2 3 7 1 5 2 1 2,676

計 4,005 14 11 16 14 10 13 9 14 9 16 20 13 32 16 15 4,227
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157 表 令和３年度立入検査実施結果                          
１ ２ ３ ４

５ ６ ７ ８ ９ 10 11 12 13 14 15 16 17 18 19 20 21 22 23 24 25
火
災
及
び
盗
難
の
防
止

が
ん
具
煙
火
の
貯
蔵

建
築
物
の
構
造
等

設
備
の
構
造
等

盗
難
防
止
措
置

自
動
警
報
措
置
の
設
置

自
動
警
報
措
置
の
維
持
義
務

帳
簿
の
記
載
義
務

そ
の
他

火
薬
庫
又
は
火
薬
庫
外
貯
蔵
所
以
外
で
の
貯
蔵

帳
簿
の
記
載
等
の
義
務

報
告

保
安
教
育

そ
の
他

貯
蔵
の
区
分

最
大
貯
蔵
量

貯
蔵
の
方
法
等

火
薬
類
の
取
扱
い

警
鳴
装
置
の
維
持
義
務

保
安
距
離

火
薬
庫
の
構
造
　
　
　
　
（

注
１
）

19 6
6 5
1

2 1
9 6

23 11

9 5
1 1

15 15

48 32
(23) (15) (  ) (  ) {  }
(10) ( 1) (  ) (  )
(33) (16) (  ) (  )

76 44 {  }合　　　　　計

小 計

消
費
場
所

火
　
　
薬
　
　
庫

火 薬 庫 外
貯 蔵 所

販 売 業
消 費 者
小 計

実 包
煙 火
が ん 具 煙 火
そ の 他

小 計
１ 級
２ 級
３ 級

採 石
土 木

違

反

項

目

件

数

対

象

数

立

入

検

査

実

施

回

数

違

反

者

数

電 源 開 発
そ の 他

火 薬 類 の 貯 蔵 ・ 消 費 及 び そ の 保 管 管 理 に 関 す る 違 反 の 態 様

火薬庫の
構 造 等

貯蔵上の取扱い
（規則第21号）

火　　薬　　庫　　関　　係
火　薬　庫　外　貯　蔵　所　関　係

（規　則　第　16　条）
販 売 業 者 関 係　　　　　項　目

区　分

火 薬 類 販 売 所

検査数

{ }

 

 ※１ 表中の「規則」は、火薬類取締法施行規則（昭和 25 年通商産業省令第 88 号）をいう。 
  ２ 上記のほか煙火製造所（２業者）に対する立入検査も実施している。      
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(7) 火薬類の災害事故発生状況 

  産業火薬類や煙火の災害事故は、全国的には減少傾向で、近年はほぼ横ばいであるが、発破

場所における飛石に代表される産業火薬類の事故や煙火の製造・消費中の事故が依然として発

生している。火薬類に起因する災害事故は、一旦発生すると人的・物的に甚大な被害をもたら

すおそれがあるため、なお一層の火薬類の保安確保に努めていく必要がある。 
  なお、令和３年において、本県での火薬類による事故はなかった。 
 

158 表 火薬類事故発生状況 

１　石川県内　（　（ ）内の数字については種類不明　）

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

昭和
38～
令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

昭和
38～
令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

昭和
38～
令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

昭和
38～
令和
3

件 数
死 者
負傷者
件 数 18 1 5 4 1 27
死 者 1 1
負傷者 14 17 3 34
件 数
死 者
負傷者
件 数
死 者
負傷者
件 数 (4)
死 者
負傷者 (5)
件 数 (23)
死 者 (2)
負傷者 (2)
件 数 18 1 5 4 1 54
死 者 1 3
負傷者 14 17 3 41

産　業 煙　火

貯　蔵　中

消　費　中

運　搬　中

がんろう中

その他事故

がん具煙火 合　計

年

製　造　中

合　　　計

種 類

２　全　　国

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

平成
29

平成
30

令和
元

令和
2

令和
3

件 数 1 1 2 1 1 2 2
死 者 2 2
負傷者 1 3 4
件 数 6 10 4 5 2 30 41 37 10 12 17 18 14 15 8 53 69 55 30 22
死 者 1 1 1 1
負傷者 2 2 2 2 1 14 16 10 1 6 4 8 4 3 22 22 20 6 5
件 数
死 者
負傷者
件 数 1 1
死 者
負傷者
件 数 1 1
死 者
負傷者 2 2
件 数 2 2 2 1 2 1 4 2 2 2
死 者
負傷者 1 3 2 2 1 4 2 1 2
件 数 9 10 4 5 4 32 44 39 11 15 17 18 14 16 8 58 72 57 32 27
死 者 1 1 2 1 3
負傷者 3 2 2 2 4 17 16 12 6 6 4 8 5 3 26 22 22 7 13

が　ん　具　煙　火 合　計

年

種 類 産　業 煙　火

製　造　中

消　費　中

合　　　計

がんろう中

その他

運　搬　中

貯　蔵　中
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(8) 武器等製造法による規制 
  猟銃等（猟銃、捕鯨銃、もり銃、空気銃）の製造（修理、改造含む。）及び販売の業を営もう

とする者に対し、その許可を行うもので、製造設備の技術上の基準及び保管設備の要件を遵守

させることにより、公共の安全を確保することを目的としている。 
  なお、猟銃等以外の武器（例えば自衛隊で使用されるもの等）に関する規制は、経済産業大

臣の権限とされている。 
  県としては、猟銃等製造・販売業者に対する立入検査を実施し、銃・実包等の保管状況や販

売台帳の確認作業等により、保安の確保に努めている。 
 
159 表 猟銃等取扱業者数（令和 4 年 3 月 31 日現在） 

種類 業者数

製造・販売 4

製造のみ 1

販売のみ 0

計 5
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